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　また、メンタルヘルスケアに取り組んでいる事業所の割合は図 1 のとおり平成 19 年、平成






































次予防・3 次予防から、健康増進などの 1 次予防的対策を企業全体へ行うことも増えている一方、
日本では労働衛生行政の背景から、メンタルヘルスの問題は危機管理システムの 1 つとして考え
られている（島・田中・大庭，2002）。また、この背景から日本では 2 次・3 次予防中心の EAP
が中心となっている（小杉，2006）。日本における EAP の課題としては、島・田中・大庭（2002）









　2016 年現在、「紀伊國屋 web store」では 18 冊がビジネス分野の心理学関連で「レジリエンス」
をタイトルに冠した本がある（紀伊國屋 web store で分類「ビジネス」で書名に「レジリエンス」











































RS （Resilience Scale） Wagnild & Young （1993） ・個人的コンピテンス
・自己と人生の受容
RSA （Resilience Scale for 
Adult）
Friborg, Hjmedal, 















































































　英語文献の検索結果は、PubMed、Medline、PsycINFO の各データベースで 88 件、43 件、
146 件であった。検索結果から重複、英語以外の言語を除き、20 歳以上の労働者を対象にトレー
ニングの介入を行なったものを残した。
　また Robertson et al. （2015）のレジリエンストレーニングについてのシステマティックレ
ビューのレビュー対象文献 14 件の中で、レジリエンス尺度を用いた測定のある 6 件のうち、 上
記の検索に含まれていないものを追加した。
　その結果、レジリエンス向上プログラムの実施を行い、レジリエンスの向上結果とメンタル
ヘルスの向上結果について分析されているものとして、10 件を分析対象とした。この 10 件は、
Abbott，Klein，Hamilton，& Rosenthal （2009）、Burton，Pakenham，& Brown（2010）、
Carr，Bradley，Ogle，Eonta，Pyle，& Santiago （2013）、Grant，Curtayne，& Burton （2009）、
Pidgeon，Ford，& Klaassen （2014）、Pipe，Buchda，Launder，Hudak，Hulvey，Karns，
& Pendergast （2012）、Shane （2016）、Sherlock-Storey，Moss，& Timson （2013）、Sood，
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　また、レジリエンス尺度については、11 件中計 6 件で 5 つの尺度が使用されていた。使用さ
れている尺度の下位尺度の共通項目や類似項目の有無を検討するため、レジリエンス尺度と、文



































Grant et al. 
（2009）





Pidgeon et al. 
（2014）
RAW（Resilience at 














Capital Questionnaire:  
PsyCap Questionnaire）
























　メンタルヘルスについて介入前後の測定を行っていたものは、Sherlock-Storey et al. （2013）、






　本研究の対象文献 11 件における定義を検討すると、結果の表 3 の定義の列から、定義のない
ものは 2 件（Carr et al.,2013; Grant et al.,2009）、なんらかの能力としているものが 5 件（Abbott 
et al.，2009; Burton et al.，2010; Pidgeon et al.，2014; Pipe et al.，2012; Sood et al.，2003）、
能力という言葉ではなく力としているものが 1 件（Waite & Richardson，2003）であった。また、
Shane（2016）では、「能力、あるいは…（略）…プロセス」とされており、谷口（2012）では、
「力であり、…（略）…過程」とされていた。Sherlock-Storey et al. （2013）では「力」という
定義はされていなかった。11 件中、定義のない 2 件を除くと 9 件中、「能力」を含む定義を持つ























と CHS に共通する「コントロール」で、RAW scale の「ストレスを管理する」にも類似すると
考えられる。また、CD-RISC の「変化の肯定的受容・関係の保持」の「関係の保持」の部分と
CHS の「関わり」、RAW scale の「協力しあいながら交流する」「ネットワークを構築する」と
類似すると考えられる。また、こうした概念は表 2 の下位尺度でも、RSA の「ソーシャルサポー
ト」にも見られる。したがって、レジリエンスの下位尺度として「他者や周囲との関わりを持つ
























優位に改善していたもので、表 3 の「レジリエンスが向上」の列に示される 5 件であり、グルー
プトレーニングとマンツーマンの組み合わせである Grant et al.（2009）、ワークショップであ
る Shane（2016）、マンツーマンのプログラムであった Sherlock-Storey et al. （2013）と Sood，
et al. （2011）、コーチングを一部に含む谷口（2012）であった。
　マンツーマンのトレーニング 2 件、マンツーマンの介入を含むトレーニングが 1 件あること
から、マンツーマンでの介入は有効な介入の 1 つであると考えられる。また、コーチングトレー
























































の割合については Abbott et al. （2009）では 26 人のうち 14 人が時間不足の理由でドロップア
ウトした。また Burton et al. （2010）はプログラムを完了した参加者 16 人のうち全 11 セッショ
ンに出席したのは３人のみで、欠席の主な理由は仕事上の会議や休暇と重なったからであった。
　時間の確保については、上記のようにドロップアウトの要因の一つとなっていることから、工
























　日本の企業においてもメンタルヘルスが重視されているが、予防については 2 次・3 次予防が
主であり、欧米のような 0 次・１次予防はまだ主流ではないのが現状である。レジリエンスの
トレーニング実施によるメンタルヘルスの悪化の予防は、健康増進を目指した対策を企業全体に
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